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電波法施行規則等の一部を改正する省令案について 

（平成26年４月９日 諮問第10号） 

 

［インマルサットシステムの高度化、船舶共通通信システム等の普及促進等、広域監視

可能な複数地点受信方式航空監視システムの導入に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信課 

                         （藤沼課長補佐、杉浦係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８１６ 

                         （保坂課長補佐、栗原係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０１ 

                         （日高課長補佐、深松係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０２ 
 



諮問第１０号説明資料 

 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案について 
 

１ 諮問の概要 

（１）インマルサットシステムの高度化に向けた制度整備 

現在、我が国では、インマルサット衛星によるＢＧＡＮ（Broadband Global 

Area Network）型システム及びＤ型システムによる衛星通信サービスが導入されて

いる。 

今般、ＢＧＡＮ型及びＤ型の高速化を可能とするサービス（サービス名称は

「High Data Rate」及び「Isat Data Pro」）が提供開始されたことから、変調方

式等を追加する等、電波法施行規則及び無線設備規則の一部改正を行う。（「別添

１」参照） 

 

（２）船舶共通通信システム等の普及促進に向けた制度整備等 

大型船と小型船の衝突事故が依然として後を絶たないことから、船舶の安全航行

や衝突防止に有用な船舶共通通信システム（安価な国際ＶＨＦ）及び簡易型船舶自

動識別装置（簡易型ＡＩＳ）の小型船舶への早期搭載を促進するため、定期検査を

行わない船舶局の要件を緩和する等、電波法施行規則の一部改正を行う。（「別添

２」参照） 

また、ＩＴＵ－Ｒ（国際電気通信連合無線通信部門）勧告Ｍ．１３７１の改訂に

伴い、船舶自動識別装置（ＡＩＳ）の技術的条件が変更されたことから、当該装置

に係る技術基準を定めた無線設備規則及び無線機器型式検定規則の一部改正を行う。

（「別添２」参照） 

 

（３）広域監視可能な複数地点受信方式航空監視システムの導入に向けた制度整備 

現在、地上の空港内を走行する航空機や車両等を平面的に監視するため、各空港

に複数地点受信方式航空監視システムが導入されている。 

今般、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）において、国際民間航空条約の改訂作業が

進められていることに伴い、空港周辺上空を航行する航空機についても立体的に監

視可能とする複数地点受信方式航空監視システムの導入に向け、無線設備規則の一

部改正を行う。（「別添３」参照） 

 

２ 省令改正の概要 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案 

（１） 電波法施行規則の一部改正 

ア インマルサットシステムの高度化に向けた制度整備 
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・特定無線局の無線設備の規格に、インマルサット携帯移動地球局のインマルサ

ットＤ型の無線設備であつて、Ｇ一Ｄ電波を使用するものに係る技術基準を追

加すること。（第 15条の３関係） 

イ 船舶共通通信システム等の普及促進に向けた制度整備等 

・定期検査を行わない船舶局の無線設備に簡易型船舶自動識別装置を追加するこ

と。（第 41条の２の６関係） 

（２）無線設備規則の一部改正 

ア インマルサットシステムの高度化に向けた制度整備 

・インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＤ型の無線設備であつて、Ｇ

一Ｄ電波を使用するものに係る技術基準を定めること。（第 24条、第 49条の

24等関係） 

・インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＢＧＡＮ型の無線設備につい

て、変調方式及び伝送速度に係る規定を追加すること。（第 49条の 24等関

係） 

イ 船舶共通通信システム等の普及促進に向けた制度整備等 

・船舶自動識別装置の技術基準を改めること。（第 41条、第 45条の３の４及び

別表第二号関係） 

ウ 広域監視可能な複数地点受信方式航空監視システムの導入に向けた制度整備 

・複数地点受信方式航空監視システムの技術基準を改めること。（第 45条の 12

の６関係） 

 

 〈参考〉 

   電波法施行規則の一部改正 

・船舶自動識別装置を備える船舶局の具備すべき電波を改めること。（第 12条

関係） 

無線機器型式検定規則の一部改正 

・船舶自動識別装置の機器の構造及び性能の条件を改めること。（別表第１号関

係） 

 

３ 施行時期 

平成 26年 5月 公布・施行（予定） 
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○ 現在、我が国では、インマルサット衛星によるＢＧＡＮ（Broadband Global Area Network）型シス
テム及びＤ型システムによる衛星通信サービスが導入されている。 

○ 今般、ＢＧＡＮ型及びＤ型の高速化を可能とするサービス（サービス名称は「High Data Rate」及び
「Isat Data Pro」）が提供開始されたことから、変調方式等を追加する等、電波法施行規則及び無線
設備規則の一部改正を行う。 

（１）インマルサットシステムの高度化に向けた制度整備の概要 

● ＢＧＡＮ型新サービス「High Data Rate」 ● インマルサットＤ型新サービス 「Isat Data Pro」 

従来のインマルサットD型（最大128bps）と異なる変調方式を利
用すること等により、従来のD型よりも15倍の高速化(最大
1800bps)が可能となるもの。 

基地地球局 
（地上ゲートウェイ局） 

アップリンク 
6ＧＨｚ帯 

ダウンリンク 
4ＧＨｚ帯 

ダウンリンク 
1.5ＧＨｚ帯 

アップリンク 
1.6ＧＨｚ帯 

インマルサット衛星 

650kbps以上の 
高速通信 

従来のD型よりも15倍の 
高速化（1800bps） 

従来のインマルサットBGAN型（384kbps以上)に新たな変調方式
等を追加することにより、さらなる高速化（650kbps以上）が可
能となるもの。 

省 令  改 正 内 容 

電波法施行規則 ・特定無線局の無線設備の規格に、インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＤ型の無線設備であつて、Ｇ１
Ｄ電波を使用するものに係る技術基準を追加すること。（第１５条の３関係） 

無線設備規則 ・ インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＤ型の無線設備であつて、Ｇ１Ｄ電波を使用するものに係る技術
基準を定めること。（第２４条、第４９条の２４等関係） 
・インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＢＧＡＮ型の無線設備について、変調方式及び伝送速度に係る規
定を追加すること。 （第４９条の２４等関係） 

＜主な省令改正事項＞ 

別添１ 
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○大型船と小型船との衝突事故が依然として後を絶たないことから、船舶の安全航行や衝突防止に有用な簡易型船舶自動
識別装置（簡易型AIS）及び船舶共通通信システム（安価な国際VHF）の小型船舶への早期搭載を促進するため、定期検
査を行わない船舶局の要件を緩和する等、電波法施行規則の一部改正を行う。あわせて、簡易な免許手続を行う無線局
に、レーダー等に船舶共通通信システムその他の無線設備を追加する告示の一部改正を行う。 

○また、ITU-R（国際電気通信連合無線通信部門）勧告M.1371の改訂に伴い、船舶自動識別装置（AIS）の技術的条件が変
更されたことから、当該装置に係る技術基準を定めた無線設備規則等の一部改正を行う。 

（２）船舶共通通信システム等の普及促進に向けた制度整備等の概要 

＜主な省令改正事項等＞ 

省 令 改正内容 

電波法施行規則 ・定期検査を行わない船舶局の無線設備に簡易型船舶自動識別装置を追加すること（第41条の２の６関係） 

無線設備規則 ・船舶自動識別装置の技術基準を改めること（第41条、第45条の３の４及び別表第２号関係） 

無線機器型式検定規則 ・船舶自動識別装置の機器の構造及び性能の条件を改めること（別表第１号関係） 

関係告示（諮問対象外） 
・無線航行移動局（設置する無線設備がレーダーのみ等のもの）に船舶共通通信システムや簡易型AISを追加して船舶局を開設
する場合、簡易な免許手続（予備免許及び落成検査の省略）とすること。 

免許人等の経済的負担（検査に掛かる費用）が軽減されるため、小型船舶
への船舶共通通信システムや簡易型AISの搭載が進み、海難事故の減少に
寄与するものと思慮。 

期待される効果 

 ・デジタル選択呼出装置（DSC）による送信機能が不要となった。 
 ・チャネル間隔が12.5kHzの場合の規定が削除された。 
 ・電力低下時の空中線電力が1W（許容偏差±1.5dB）に変更された。 

ITU-R勧告M.1371の改訂内容 

小型船舶 

大型船舶 

AIS 
 条約で定める船舶 
（注）及び500t以上の 
船舶に搭載義務 

簡易型AIS 

相互の動静を把握す
ることが可能となり、
衝突防止に有用 船名、位置、

針路等を自動
送受 

小型船舶 

船舶共通 
通信システム 
（安価な国際VHF） 

大型船舶 

衝突等の危険が
ある際にも直接
通信が可能 

国際VHF 
 条約で定める船舶
（注）及び100t以上の
船舶に搭載義務 

無線電話に
よる通信 

（注）SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条約）で定める船舶。 
    国際航海に従事するすべての旅客船及び300t以上のその他の船舶が対象。 

簡易型AISは、①無線従事者資格が不要、②定期検査において電波の質等
に不可事項がなく、運用上の不具合等がないこと等から、電波監理上、定期
検査を行わないとしても支障がないため、これを緩和するもの。 

別添２ 

２ 



（３）広域監視可能な複数地点受信方式航空監視システムの導入に向けた制度整備の概要 

現在、地上の空港内を走行する航空機や車両等を二次元的に監視するため、各空港に複数地点受信方式航空監視システ
ムが導入されている。今般、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）において、国際民間航空条約の改訂作業が進められている
ことに伴い、空港周辺上空を航行する航空機についても三次元的に監視可能とする複数地点受信方式航空監視システム
の導入に向け、無線設備規則の一部改正を行う。 

 

 

複数地点受信方式航空監視システム（現行） 

受信装置：   航空機の位置算出のために必要となる受信装置 
送受信装置：  航空機からの応答信号を得るために必要となる送受信装置 
基準送信装置：受信装置及び送受信装置に対して基準となる同期信号送信装置 

広域を監視可能とする複数地点受信方式航空監視システム（改正後） 

A

B

C

D

TB-TA
TC-TA

TD-TA受信局

楕円双曲面の交点 

低視程時等において、同時に平行進入・出発の航空管制が可能となる 

導入メリット 

一空港における 
離発着数を増加可能 

  ※ 物理的には成田空港の離発着数を現行の 
２２万回／年から最大３０万回／年に増加可能。 

立体的な 
監視が可能 

空港周辺上空の離着陸体勢の航
空機を監視対象とすることから、
多数の質問信号を送るなどにより
ＡＴＣトランスポンダの他の機能が
阻害されることのないよう質問回
数等を制限する等の変更が必要 

※複数地点受信方式航空監視システム： 
 航空機のＡＴＣトランスポンダから送信される信号を地上に設置された３カ所以

上の受信装置等で受信して、その受信装置間の受信時刻の差を各受信装置と
航空機との距離差に変換し、航空機等の位置を算出する２次監視システム  

基準送信局 

1,090MHz 

送受信装置 

1,090MHz 

受信装置A 

基準送信装置 
受信装置B 

1,030MHz 1,090MHz 

1,090MHz 
1,090MHz 

受信装置間もしくは受信装置
と送受信装置の間での観測
時刻の差から計算される双曲
線 1,090MHz 

＜主な改正内容＞ 

 

受信装置 

送受信装置 

基準送信装置 

別添３ 
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３ 

受信装置 

受信装置 

省 令  改 正 内 容 

無線設備規則 ・広域を監視可能とする複数地点受信方式航空監視システムからの質問信号が航空機のＡＴＣトランスポンダを占
有する時間が、レーダー画面の刷新の時間間隔に対して２％を超えないよう規定。（第四十五条の十二の六関係） 
・多数のＡＴＣトランスポンダからの応答信号が重畳して受信できなくなる状況を防ぐため、必要に応じて、複数地点
受信方式航空監視システムがATCトランスポンダの応答動作を抑圧させられる機能を規定。（同上） 
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V-High帯を使用して行う移動受信用地上基幹放送の業務の認定について

（平成２６年４月９日 諮問第１１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                          （茅野課長補佐、広瀬係長） 

                           電話：０３－５２５３－５７９３ 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （井田課長補佐、内田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７６ 

                     



 
 

 
 

V-High 帯を使用して行う 
移動受信用地上基幹放送の業務の認定について 

 

 

１ これまでの経緯 
 地上テレビジョン放送の完全デジタル化に伴い、利用可能となった VHF帯の周波数のうち、

高い帯域（207.5MHz～222MHz）を使用し、全国を放送対象地域として移動体端末向けの基幹

放送（以下「V-High放送」という。）が提供可能となった。 

 平成 24 年４月から㈱mmbi が「NOTTV」のサービス名で放送サービスを開始しているが、

33セグメント中、20セグメントが未使用の状態であった。 

 未使用の周波数について、平成 25 年 12 月に制度整備を終え、同年 12 月 19 日から平成

26年 1月 28日まで申請受付を実施したところ、株式会社アニマックスブロードキャスト・

ジャパンほか４者から合計６番組（12セグメント）の V-High放送の業務認定について申請

があった（申請概要は別紙１のとおり）。 

 

 

２ 審査の結果 

株式会社アニマックスブロードキャスト・ジャパンほか４者の合計６番組（12セグメン

ト）の V-High放送の業務について、全ての申請は、 

①放送法（昭和 25年法律第 132号）第 93条第１項 

 ②基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令（平成 23 年総務省令第 82 号）

第４条の２ 

 ③基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令の認定放送持株会社の子会社

に関する特例を定める省令（平成 23年総務省令第 83号）第５条の２ 

 ④基幹放送普及計画（昭和 63年郵政省告示第 660号）第２ 

⑤放送法関係審査基準（平成 23年総務省訓令第 30号）第 10条の３及び別紙２ 

の各規定に適合するものであり、申請のとおり認定を行うことが適当であると認められる。

（別紙２参照。） 
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別紙１ 

申請者概要 

申請者名 
㈱アニマックスブロード

キャスト・ジャパン 
㈱ＡＸＮジャパン 

㈱スカパー・エンターテイ

メント 
日本映画衛星放送㈱ ㈱フジテレビジョン 

代表者名 
代表取締役社長 

滝山 正夫 

代表取締役社長 

滝山 正夫 

代表取締役社長 

田中 晃 

代表取締役社長 

杉田 成道 

代表取締役社長 

亀山 千広 

主要株主及び議決権比率（※） ㈱ソニー・ピクチャーズエ

ンタテインメント 

：66.0％ 

㈱ソニー・ピクチャーズエ

ンタテインメント 

：65.0％ 

㈱ジュピターテレコム 

：35.0％ 

㈱スカパーＪＳＡＴホー

ルディングス     

：100％ 

㈱フジテレビジョン 

：33.32％ 

ソニー㈱ 

：16.7％ 

東宝㈱ 

：16.7％ 

㈱ＫＡＤＯＫＡＷＡ 

：16.7％ 

 

㈱フジ・メディア・ホール

ディングス    

：100％ 

希望する OFDMフレーム及びセグメント数      

 13セグメント形式の OFDMフレーム 

（中央の周波数 210.428MHz） 

○ 

（２セグメント） 

○ 

（２セグメント） 

○ 

（２セグメント） 

○ 

（２セグメント） 

○ 

（２セグメント✕２） 

 １セグメント形式の OFDMフレーム 

（中央の周波数219MHz、219.428MHz、
219.857MHz、220.285MHz、

220.714MHz、221.142MHz及び
221.571MHz） 

― ― ― ― ― 

番組数 
テレビジョン放送 

１番組 

テレビジョン放送 

１番組 

テレビジョン放送 

１番組 

テレビジョン放送 

１番組 

テレビジョン放送 

２番組 

番組名 「アニマックス」 「ＡＸＮ」 
「スカパー！モバイル TV」

（仮） 
「時代劇専門チャンネル」 

・「フジテレビＯＮＥ  

スポーツ・バラエティ」 

・「フジテレビＴＷＯ 

 ドラマ・アニメ」 

※申請者名の 50音順で記載。 

※ 主要株主は上位３位まで掲載。ただし、議決権の比率が１０％未満のものについては、掲載を省略。 



別紙２ 

 

審査の概要 

 

株式会社アニマックスブロードキャスト・ジャパンほか４者の合計６番組（12

セグメント）の V-High帯を使用して行う移動受信用地上基幹放送の業務につい

て、全ての申請は、 

 ①放送法（昭和 25年法律第 132号）第 93条第１項 

 ②基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令（平成 23年総務省

令第 82号）第４条の２ 

 ③基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令の認定放送持株会

社の子会社に関する特例を定める省令（平成 23年総務省令第 83号）第５条

の２ 

 ④基幹放送普及計画（昭和 63年郵政省告示第 660号）第２  

⑤放送法関係審査基準（平成 23年総務省訓令第 30号）第 10条の３及び別紙

２ 

の各規定に適合するものであり、申請のとおり認定を行うことが適当であると

認められる。 
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